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Jumpol Pinyosinwat氏は、2010年10月16日、その論文「A Model  for
 
Specialized Intellectual Property Court in Developing Countries」（開発途上国
における知的財産専門裁判所の在り方）を早稲田大学大学院法学研究科に提出し、
博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査委員は、上記研究科の
委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2011年２月７日、審査を終了したの
で、ここにその結果を報告する。
I 本論文の構成と内容（省略）
II 本論文の評価
本論文の第１章「知的財産専門裁判所」は、最初の章として、全体にかかわる
各国の制度の概観を、多様な国の制度を５つのカテゴリーに分類して理解しやす
く提示したものである。続く第２章「先進国の知的財産裁判所」における日本に
関する部分は、記述内容は簡潔であるが、本論文の主題を展開するのに必要な情
報が過不足なく記述されており、その内容も正確である。英国に関する部分は、
複雑な英国裁判制度の下において、侵害される知的財産権の種類に応じて種々の
第一審裁判所に細かく管轄が振り分けられていることを曖昧な点を残さずに記述
している。英国の制度を調査することにより、先進国の裁判制度は固有の歴史と
社会文化の一部として、長い時間をかけて形成されてきたものであるとの認識を
筆者は固めたようである。英国の制度に関する記述は、本論文の内容として重要
な位置を占めている。本論文が、日本、英国および米国の知的財産関係の裁判制
度の組織および運用について必要な情報を過不足なく、正確に紹介していること
は高く評価される。
第３章「開発途上国の知的財産裁判所」においては、開発途上国における知的
財産権に関する裁判制度の在り方を考察するために、中華人民共和国（中国）、
台湾、タイ、ベトナムの４か国における知的財産権に関する裁判制度を、それぞ
れの国における実体法上の知的財産権保護の状況を踏まえながら、民事的救済、
刑事的救済、行政的救済などのその他の救済方法に分けて現状を明らかにしよう
とする。同時に、それらの諸国における知的財産に関する裁判制度がどのよう
に、どの程度知的財産権の専門性を考慮したものになっているかを明らかにし、
それぞれの裁判所にどの程度の事件が係属したかを統計的に挙げ、分析してい
る。ほとんどの新しい知的財産法は、国際取引の促進と条約上の義務履行との関
連で、中国とタイにおいては1990年代に整備され、台湾とベトナムにおいては、
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2000年代になって整備された。これらの諸国の中には、知的財産の専門裁判所を
設置することにより知的財産権の保護をしようとする国がある。たとえば、タイ
では1997年12月１日に知的財産と国際取引に関する専門裁判所が設置され、台湾
では2008年７月１日に新しい知的財産裁判所が設置された。中国では1996年10月
に最高人民法院に知的財産部が設置され、2004年末にすべての高級人民法院およ
びすべての州都といくつかの大都市の人民法院に知的財産の専門部が設置され
た。ベトナムには現在のところ知的財産の専門裁判所はない。これらの裁判所に
係属する事件の傾向を統計的に比較して、先進国における裁判所に比して刑事事
件が占める割合が高くなっていることを明らかにする。しかし、中国、台湾、ベ
トナムでは次第に刑事事件の占める割合が減少し、民事事件の占める割合が増加
する傾向にあるのに対し、タイでは1998年から2008年の間に民事の知的財産事件
が係属するのは２から３％にすぎないことを指摘する。知的財産を扱う裁判所の
現状を裁判制度とそこに係属する事件の統計的な推移との関係でとらえたうえで
開発途上国における裁判制度の現状と問題点を探ろうとする本章には、興味深い
指摘が多く含まれている。
第４章「知的財産の歴史的および哲学的正当化」における、4．1「歴史的視点」
の項では、英国および米国における知的財産法の史的展開について、著作権法と
特許法を中心に、法制史的に重要な制定法および判例法の発展を示しながら、両
国における知的財産権の歴史的展開を過不足なく紹介している。こうした史実の
考証は、知的財産権を巡る歴史の基本的な方向性が、独占権の付与とその増大、
独占権と公益との均衡という２つのモメントに基礎づけられるという考え方を、
史実によって明確にするという点で有益であるとともに、開発途上国の制度モデ
ルに関する今後の在り方に向けた本論文の諸提言を理由づける上で有益な根拠づ
けとなりうる。次に、4．2「哲学的視点」の項では、ピーター・ドラホスによる
先行研究の成果に依拠しつつ、ロック、ヘーゲル及びマルクスの理論に基づく知
的財産権の正当化根拠に関する分析を行っている。財産権に関するロックの労働
所有理論を知的財産権の正当化根拠として援用することについては、近時、多く
の疑問が提起されているところ、本論文でもその批判の内容について的確に触れ
つつ、ヘーゲル及びマルクスの理論による分析による補強を試みている。これら
の理論に基づく分析は、知的財産権の効力が及ぶべき権利範囲に対しては一定の
制限を設けるべきであるとする一般的な通念が、知的財産の保護対象自体の抽象
性ないし無体性という本質から論理必然に導き出されるものであることを示す上
で、重要な論証となっている。
さらに第５章「開発途上国が知的財産裁判所を設置する際の課題」において
は、第２章から第４章で行った、開発途上国および先進国における知的財産保護
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法制や専門裁判所の歴史的展開や先進諸国における知的財産の正当化理論の詳細
な検討を踏まえたうえで、開発途上国が知的財産裁判所を設置する場合に留意す
べき具体的な事項についての提言を行っている。自らが開発途上国と位置付けら
れるタイ王国における知的財産専門裁判所の裁判官として長年勤務してきた体験
を踏まえて、歴史的な視野と比較法的視野を加味し、タイ王国における例をも客
観視して、むしろ批判的に捉えたうえでの考察には、裁判実務家ではない学究者
としての厳しい姿勢を窺い知ることができる。そして、私権として歴史的に展開
してきた知的財産権の侵害に対する保護はあくまで私人間における民事訴訟のな
かで差止請求あるいは損害賠償請求として行われるべきであって、知的財産権保
護が、国際貿易の振興等の観点から、先進国からの圧力などによってその違反者
に対して刑事罰を加えることを主眼として実施されることは、知的財産権の正当
化根拠からも妥当性を有するとはいえないといった結論に至っている。自らが知
的財産権侵害に対する刑事罰を加えることを主眼とする開発途上国の裁判官の立
場にあるにもかかわらず、歴史的かつ哲学的な考察までも加えて、その制度の変
革を求める論調は、学究者であることはもちろん、つよい愛国者としての主張と
もいいうるものであって、多大な熱意を感じさせる。
もっとも、本論文にも問題がないわけではない。まず、たとえば Courtと
Tribunalのようなキーワードとなる言葉の定義が必ずしも明確に行われていな
いことなどを指摘することができる。さらに筆者は、英国と米国の制度について
詳しく紹介しているが、英国の制度には長い歴史と判例法の伝統があり、米国に
は連邦と州の裁判管轄の振り分けという問題があるので、記述が詳細になるのは
当然であるが、これら両国の裁判制度の複雑さは、制度の効率性を妨げているの
かもしれない。筆者は各国の制度の紹介をした後のまとめの箇所において、主と
して英国と米国の制度を念頭に置き、先進国の裁判制度は固有の歴史と社会文化
の所産であるとの肯定的認識を披歴しているが、事実に関する批判的分析と、そ
の分析結果の妥当性の検証ということも、論文の主題の一部に取込んではどうか
と思われる。その視点が欠けていることに多少の不足を覚える。
また、近時の論文では、知的財産権の正当化根拠について、ヘーゲルの人格所
有理論を援用することの困難性を明確に示唆する議論が展開されていることや、
知的財産権の正当化根拠を功利主義理論や正義論の観点から分析するというアプ
ローチもあるところ、そうした議論への言及がないことは、本論文における議論
の難点といえる。しかしながら、本論文における知的財産権の正当化根拠をめぐ
る議論は、開発途上国の制度モデルを提案する際に、知的財産権の独占性に対す
る無配慮から生じ得る危険性を示すために摘示されたものであり、そうしたコン
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テクストの中では、ロック、ヘーゲル及びマルクスの理論を一例として示し、こ
れらの理論から共通して導き出される知的財産権による独占に対する制約の必要
性を指摘することで、本論文のテーマとの関係では一定の成果が挙げられたと評
価することは可能である。開発途上国のあるべき制度モデルを検討する上で、功
利主義や正義論の議論がどのような意味を持つかという点を分析することは、本
論文の今後の課題といえるだろう。
さらに、開発途上国における知的財産保護のありようとして、民事救済に重点
を置くべきであることを強調しているが、たとえば中国には特許虚偽表示罪はあ
るものの特許侵害罪の規定がなく、台湾は1994年から次第に知的財産侵害罪を廃
止する方向にある一方で、タイにおいては少なくとも著作権侵害についてはその
侵害を告訴した権利者が加害者に科される罰金の半額の分配を受ける制度となっ
ている点など、開発途上国とはいってもそれぞれの国で大きく異なる状況が存在
しているのであって、知的財産保護思想を広めるにあたっては、その侵害を犯罪
行為と構成することの有用性にも一定の考慮をすべきものと思われる。そして、
本論文において民事救済に重点を置くべきとの主題が繰り返し登場していること
は、初めに結論ありきの感を与えているといえなくもないように思われる。
以上のように、本論文には問題点がないわけではないが、タイ王国の現職裁判
官として母国語ではない英語を駆使して調査研究し、大変読みやすい英文によっ
て書き上げられた本論文の総合的な評価を損なうものではないといえる。
III 結論
以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の提出者が博士（法学）（早稲田
大学）の学位を受けるに値するものと認める。
2011年２月７日
審査委員
主査 早稲田大学教授 高 林 龍
早稲田大学教授 河 野 真 理 子
早稲田大学教授 法学博士（立命館大学） 木 棚 照 一
早稲田大学特任教授 渋 谷 達 紀
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